
現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

80,961 66,892 14,069

南幌町・由仁
町・長沼町及び
市内から発生す
るし尿・浄化槽
汚泥の受入及び
処理量

し尿処理受託
事業収入他

令和3年度の年
間受入量及び年
間処理量
①年間受入量
10,091kl
②年間処理量
10,091kl

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

平成27年度の道央地区環境衛生組合の解散に伴い、これまで広域処理をしていた「し尿及び浄化槽汚泥」の処理を、事務委託によりアクア・バイオマス
センターにおいて全量処理している。広域による処理であり、下水道が普及していない地域にとって必須の事業であることから現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

し尿処理事業

アクア・バイオマスセンターにおいて、
事務委託による南幌町、由仁町、長沼町
及び市内から発生するし尿・浄化槽汚泥
を下水道汚泥等と併せてバイオガス化処
理を行う。

下水道の普及や人口減少に伴
い、処理量は減少する可能性は
あるが、計画どおり全量処理を
行っており、成果は上がってい
る。

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-5 水の供給・下水処理の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-5-2 安定した下水処理



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

3,939 1,776 2,163

狂犬病の予防の
ため、飼い主に
対し狂犬病予防
注射の案内文書
を送付

狂犬病予防注
射済票交付手
数料他

狂犬病の予防のた
め、飼い主に対し
狂犬病予防注射の
案内文書を送付す
るとともに、未接
種者については、
追加で督促の文書
を送付。
市内のスズメバチ
の巣を218件撤去

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-4 公衆衛生の向上

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

動物衛生等管理事業

狂犬病の蔓延防止等、公衆衛生の向上を
図るとともに動物・害虫等から市民の安
全な生活を確保するため、畜犬管理・野
犬掃討、狂犬病予防の推進、死骸動物の
回収、スズメバチ等の駆除等を実施す
る。

畜犬登録　　新規192件
狂犬病予防集合接種　0頭（未実
施）
迷い犬等の保護　　5件
野犬掃討数　　0件
死骸動物回収数　33件
ハチ駆除　支援件数　　　213件
　　　　　直営駆除件数　　5件

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

市民の安全な生活を確保するため、狂犬病予防法に基づく狂犬病の予防、畜犬及び野犬による事故の未然防止、スズメバチ等の駆除を今後も継続してい
く必要があることから、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

365 365

令和3年度の目
標設置補助件数
10件

令和3年度の実
績設置補助件数
1件
352千円

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-4 公衆衛生の向上

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

浄化槽設置奨励事業

日常生活排水を適正に処理するため、合
併処理浄化槽の整備・普及を図ることと
し、公共下水道計画区域外に居住する市
民が合併処理浄化槽を導入する際の支援
を行う。

新築住宅5人槽の合併浄化槽につ
いて、１件の補助を実施した。

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

合併処理浄化槽は、公共下水道計画区域外における生活排水の適正処理を図るために設置が必要であり、また、設置者の費用面での負担が大きいことか
ら、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

26,863 4,424 22,439

市民の火葬場利
用者の里塚斎場
利用者数の割合

札幌市里塚斎
場火葬場利用
サービス事業
利用料

市民の火葬場利
用の76％以上が
里塚斎場を利
用。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-4 公衆衛生の向上

二次評価についての
コメント

今後の火葬場のあり方について検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

札幌市里塚斎場火葬
場利用サービス事業

老朽化している火葬場の延命化や市民の
火葬場利用サービスの選択肢拡大を図る
ため、札幌市との広域連携による札幌市
里塚斎場・火葬場の利用サービスを実施
する。

サービス利用　562件 現状継続 見直し

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

災害時における火葬場の確保や市民の火葬場利用サービスの選択肢確保のため、今後も継続していく必要があることから、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

5,391 5,391

公害の未然防止
のため、各種測
定値の把握

環境基準を超過
した特定悪臭物
質と自動車騒音
に対し、原因者
に対し、改善指
導を実施

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-2 公害対策の推進

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

環境保全事業
公害の未然防止と生活環境の保全を図る
ため、各種環境測定を実施するとともに
事業所等の監視、指導等を行う。

大気汚染物質分析測定
12回
河川水質分析測定
6回
特定悪臭物質等分析測定
4回
空間放射線量率測定
1回
ゴルフ場農薬水質分析測定
4回
ゴルフ場の農薬使用状況の監視
4回

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

公害の未然防止や生活環境の保全を図るためには、各種測定業務や監視の継続が必要不可欠であるため、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

66 66

環境啓発の参加
者

コロナ禍のた
め、中止となっ
た事業もあった
が、延べ6回市
内の小学校で啓
発事業を実施

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-3 自然環境の保全・環境保全意識の向上

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

環境啓発推進事業

自然環境を考えるきっかけづくりや地球
温暖化防止等の環境教育を推進するた
め、市民団体等と協働して各種の事業を
実施し総合的な環境啓発を推進する。

自然観察会　2回
エコ講座　　3回
学んでみよう　きたひろのごみ
事情　1回

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

温暖化の防止や自然環境の保全には、市民や事業者、行政が連携して事業を進める必要があり、連携をより効果的に推進するために、児童・生徒を中心
とした市民への啓発事業が必要であるため、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

188 188

アライグマの捕
獲を継続するこ
とにより、アラ
イグマによる生
態系への影響を
軽減する。

有害鳥獣捕獲
許可事務等委
託金

箱罠36個、延べ
44箇所設置し、
209頭捕獲

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-3 自然環境の保全・環境保全意識の向上

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

有害鳥獣駆除対策事
業

生活環境被害等の防止を図るため、有害
鳥獣の対策を実施するとともに北海道と
連携して特定外来生物である「アライグ
マ」の駆除を実施する。

許可証・従事者証の交付　285件
アライグマ駆除件数　　209件

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

特定外来生物のアライグマは年々生息数が増加しており、生態系への影響が懸念されることから、道や他市町村と連携して駆除を実施する必要があるた
め、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

897 897

一般家庭に再エ
ネ機器や省エネ
機器が導入。
環境ひろばの参
加者

補助金を活用
し、市内に高効
率給湯暖房機や
太陽光発電設備
があらたに設置
された。また、
コロナ禍によ
り、規模が縮小
となったが、環
境ひろばで約
500名集客した

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-6 環境保全の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-6-1 温暖化対策の推進

二次評価についての
コメント

脱炭素に向け、補助対象や補助内容について検討が必要である。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

温暖化対策推進事業

地球温暖化の防止や温室効果ガス排出量
の削減を図るため、普及啓発事業の実施
や太陽光発電、高効率給湯暖房機等の導
入への支援等により省エネや環境配慮行
動を誘導する。

高効率給湯暖房機等設置補助
18件
ペレットストーブ設置補助　2件
太陽光発電設置補助　　2件
環境ひろば来場者数　約500人
（11/15～11/19）

要検討 要検討

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

温暖化対策が、低炭素から脱炭素へ移行していることから、事業効果を高めるためにも補助対象や補助内容等について、脱炭素に有効なものとなるよう
内容変更の検討が必要であるため、要検討とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

958 958

最終処分場周辺
の環境改善
鳥獣被害の防除

最終処分場周辺
の清掃、鳥獣駆
除及び周辺住民
が実施する鳥獣
被害防除に対す
る補助金を交付
し環境改善を
図った。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-7-2 ごみ処理体制の充実

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

最終処分場周辺環境
整備事業

最終処分場周辺の環境改善のため、処分
場周辺の清掃や有害鳥獣の駆除を実施す
るほか、周辺に居住する住民等が実施す
る鳥獣被害防除に対し補助金を交付す
る。

最終処分場周辺清掃
（5月19日～22日、11月1日～4
日）
生活環境等改善事業補助　5件
500千円
鳥類駆除実施　延べ48人

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

最終処分場の設置により発生している鳥獣等の被害に対し、処分場周辺の生活環境の改善や農業被害等の防止を図る必要があることから、現状継続とす
る。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

18,329 18,329

再資源化や再商
品化の推進活動
に係る補助及び
リサイクル実績

資源ごみ売払
収入等 ミックスペー

パーの回収拠点
を１か所追加す
る等市民が利用
しやすい取組を
工夫しながら再
商品化やリサイ
クル活動を行っ
た。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-7-1 ごみの減量化・リサイクルの推進

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

ごみ減量化・資源化
対策事業

ごみ処理量の削減に向けて、再資源化や
再商品化の推進、集団資源回収の奨励、
生ごみのたい肥化、ミックスペーパーや
小型家電の回収等、資源化の促進とリサ
イクル意識の高揚を図る。

コンポスト補助　48個　96千円
電動生ごみ処理機補助　10台
177千円
集団資源回収奨励金　7,193千円

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

ごみの減量化・資源化に向けて、これまでに生ごみの分別促進やミックスペーパーの回収拠点の増加など、市民が利用しやすい各種取組を実施してきて
おり、令和６年度からの焼却ごみの広域処理の状況を見据える必要はあるが、今後もごみの減量化・資源化を図るため、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

109,140 109,140

家庭ごみの適正
な処理を行うた
めの施策及び各
種業務

家庭系一般廃
棄物処理手数
料

家庭ごみの適正
処理を行い公衆
衛生を確保し
た。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

事業を休止や終了とするもの

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

家庭ごみ適正処理推
進事業

担
当
課

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

家庭ごみの適正処理は、公衆衛生の確保上必要不可欠な内容であることから、取組を継続するため、現状継続とする。

家庭ごみを適正に処理するため、指定ご
み袋の作製や粗大ごみの収集運搬、ごみ
ステーションの管理や整備への支援を行
うほか、ごみステーションからの資源物
持ち去りに対する警戒パトロール等を行
う。

粗大ごみ収集運搬業務　収集個
数11,670個
庭先収集業務委託　収集件数
202件
粗大ごみ受付業務　受付件数
5,454件
不法投棄・不適正排出監視指導
一般廃棄物処理手数料収納管理
指定ごみ袋作製業務　3,721千枚

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

施策 4-7-2 ごみ処理体制の充実



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

88,970 88,970

令和３年度の目
標値
①家庭系生ごみ
1,465ｔ
事業系生ごみ
607ｔ

令和３年度の実
績値
①家庭系生ごみ
1,363ｔ
事業系生ごみ
611ｔ

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-7-2 ごみ処理体制の充実

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

生ごみ処理事業

最終処分場の延命化や循環型社会の形成
に寄与するため、アクア・バイオマスセ
ンターにおいて、下水道汚泥等と併せて
生ごみのバイオガス化処理を実施する。

家庭系生ごみについては、横ば
いが続いているが、事業系生ご
みについては、周知や受入体制
等の見直しにより目標を達成し
ている。

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

生ごみをアクア・バイオマスセンターでバイオガス化処理をすることにより、ごみの減量化や施設で使用する重油の節減、ごみの減量化に伴う最終処分
場の延命化を図れることから、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

6,691 6,691

不法投棄量の減
少
不法投棄廃棄物
の適正処理

不法投棄量は概
ね横ばいである
ものの、不法投
棄廃棄物の適正
処理を行った。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-7-2 ごみ処理体制の充実

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

不法投棄対策事業

不法投棄抑制のため、廃棄物パトロール
員による監視や指導、回収を行うととも
に、回収した廃タイヤ、家電リサイクル
法対象製品等の適正な処理を行う。

廃棄物パトロール員による監視
や指導を実施、廃タイヤ等の適
正処理
不法投棄回収量　140t

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

不法投棄の抑制と不法投棄された廃棄物の処理のために必要な事業であることから、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

75,796 4,913 2,300 68,583

道央廃棄物処理
組合でのごみ処
理広域化に向け
た各種施策の構
築

循環型社会形
成推進交付金

ごみ処理広域
化事業債 活動実績

①議会（理事
者）
３回
②運営会議（理
事者）３回
③連絡調整会議
４回
④広域施設検討
部会３回

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-7-2 ごみ処理体制の充実

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

ごみ処理広域化事業

道央廃棄物処理組合での広域によるごみ
焼却施設の稼働に向けた事業を推進する
とともに、広域化に対応した本市のごみ
処理体制の構築について検討を進める。

ごみ処理広域化に向けた事務局
運営等に係る負担金及び広域化
に対応したごみ処理体制の構築

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

広域でのごみ焼却処理は、処理コストや環境負荷の低減につながるものであることから、現在建設中の焼却施設での処理に向けて、引き続き道央廃棄物
処理組合や関係市町村との連携が必要であり、また、広域化に対応したごみ処理体制の構築が必要であることから、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

6,022 6,022

粗大ごみとして
排出された家具
等の修繕と市民
への安価な提供
の実施

リユース家具を
160台提供し、
市民意識の向上
につながった。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-7 ごみ対策の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-7-2 ごみ処理体制の充実

二次評価についての
コメント

事業のあり方について検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

粗大ごみリユース事
業

埋め立てごみの減量化による最終処分場
の延命化を図るため、粗大ごみとして排
出された家具等の修繕を行い、市民に安
価で提供してリユースを行う。

粗大ごみリユースの提供家具台
数　160台

現状継続 見直し

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

粗大ごみとして排出された家具等を修繕、清掃し、市民に安価で提供することで、ごみの減量化や不用品の有効活用に対する市民意識の向上が期待でき
ることから、現状継続とする。



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

0

申請者数

申請に至ってい
ないが、年間数
件の相談があっ
た。

令 和 4 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 4 住みよい環境にかこまれたまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 4-5 水の供給・下水処理の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 4-5-1 安全・安心な水の供給

二次評価についての
コメント

補助内容等について近隣自治体の状況を踏まえ見直すこと。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

環
境
課

飲料水等供給施設設
置支援事業

市街化調整区域に居住する市民に対し
て、良質な飲料水の確保と安定供給を図
るため、飲料水等供給施設の設置工事に
対する費用の一部を助成する。

なし 見直し 見直し

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

市街化調整区域に居住する市民に良質な飲料水を確保することは、衛生上必要なことであるが、飲料水等の供給施設の新設については、上水道の利用や
他市町村での市民負担のあり方についての調査など検討が必要であることから、補助対象の見直しが必要である。


